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令和５年度（２０２３年度）不適正経理再発防止策の 

取組状況について 

 

平成２３年(2011 年)１１月に熊本県物品調達等に関する不適正経理再発防止

策検証委員会から物品調達等に関する不適正経理再発防止策検証報告書が提出

されました。その中で、再発防止策の取組について①今後も継続して法令遵守

研修や適正な履行確認の確保などの更なる徹底を行うこと、②県庁全体での再

発防止策の推進や組織的なチェック体制の強化に取り組むこと、③再度その取

組の成果を県自ら確認し、県民への説明責任を果たされること、という提言を

いただき、県庁あげて不適正経理再発防止の取組を進めて参りました。 

このたび、令和５年度（2023 年度）に実施した不適正経理再発防止策の取組

状況とその成果をとりまとめましたのでご報告します。 

 

Ⅰ 県庁全体での再発防止策の推進                     

 

物品調達等に関する不適正経理再発防止策の検証報告の中で知事部局、教育

委員会、警察本部、企業局及び病院局の横断的な組織の設置等による県庁全体

での再発防止策の推進を行うことという提言を踏まえ、平成２３年度（2011 年

度）に設置した経理向上推進会議を令和５年度（2023 年度）も開催し、研修計

画の調整、指導・検査体制の強化、再発防止策の実施状況の確認等を実施しま

した。 

 ・ 設置年月日    平成２４年（2012 年）３月２３日 

 ・ 構 成 員    知 事 部 局：人事課長、会計課長、管理調達課長 

            教育委員会：教育政策課長 

            警 察 本 部：会計課長 

            企 業 局：総務経営課長 

            病 院 局：総務経営課長 

・ 令和５年度会議  令和５年（2023 年）６月（書面会議） 

 

 

 



Ⅱ 研修の更なる充実                           

 

各任命権者において、法令遵守や不適正経理防止に対する意識啓発、会計事

務に関する資質の向上等を目的とした研修を実施しました。 

 

１ 知事部局 

新規採用職員研修や一般職員４年目研修をはじめとした階層別研修におい

て、法令遵守や不適正経理再発防止に関する内容を盛り込むとともに、各職

場が実施する特定課題研修においても、「県職員として理解しておくべき会計

事務」を課題として設定し、各所属において研修を実施しました。 

また、出納局が実施する研修においては、経理担当者はじめ事業担当者、

審査担当者など職員の職位や職責に応じた研修体制を構築するとともに、契

約や収入等のテーマ別研修を実施するなど、各種研修を通じて会計事務に関

する基礎知識の習得に加え、会計事務処理に係るチェック機能の強化対策や

誤った経理処理の発生防止に取り組みました。 

 

２ 教育委員会 

学校管理職の会議や節目研修の中で、不適正経理再発防止の意識啓発や適

正な経理処理の徹底を図り、さらに全職員を対象として不適正な経理処理の

再発防止対策についての所属研修を実施しました。 

また、県立学校等の事務職員の資質・能力の向上に向けて、出納局会計課

主催の「会計事務研修」の受講を通じて、誤った経理処理の事例とその防止

策等について、周知徹底を図りました。 

令和 3 年度から、本庁各課の総務（経理・予算）担当審議員（課長補佐）

及び担当班長を対象に、「会計事務及び予算関係事務研修会」を実施し、年度

末における会計事務（県費及び国費）の留意事項等について周知徹底を図り

ました。 

 

３ 警察本部 

各所属の会計担当者及び事業担当者に対する研修や巡回指導を実施し、適

正な経理処理の意識啓発や知識の向上を図りました。 



４ 企業局 

企業局全職員を対象とした特定課題研修を実施し、適正な経理処理の徹 

底を図りました。 

 

５ 病院局 

令和５年度（2023 年度）は、病院局初任者を対象にしたオリエンテーショ

ン等により会計事務に関する知識の習得、理解の向上を図りました。 

 

Ⅲ 組織的なチェック体制の強化                      

 

行政改革等による職員削減に伴い、会計経理事務に精通した職員が減少して

いる状況にあり、また、熊本地震、令和２年７月豪雨、新型コロナウイルス感

染症の対応に伴う業務量の増加に伴い、他県派遣職員、任期付職員、会計年度

任用職員など多様な人材が任用され、更に新規採用職員も増加するなど、会計

事務に不慣れな職員が増加している状況にあります。適正な経理処理を確保す

るためには、組織的な相互確認の徹底、管理監督者等の意識の徹底など、組織

的なチェック体制の維持・強化を図る必要があります。 

 

１ 知事部局 

出納局において、年末や年度末等会計経理事務の節目ごとに、チェック方

法やチェックリスト、更には、会計処理の誤り事例等を具体的に示した文書を

発出するなど、各所属におけるチェック体制強化のための支援を行っています。 

また、令和２年度（2020 年度）から事務の適正な管理及び執行を確保する

ため、地方自治法第１５０条第１項の規定に基づき、「熊本県における事務の

的確・適正な執行の確保に関する方針」を定め、知事部局及び企業局において

運用を始めています。 

 

２ 教育委員会 

(1)教育委員会事務局における組織的なチェック体制の構築 

教育委員会事務局においては、会計事務処理ミスの未然防止の観点から、

平成３０年度（2018 年度）に教育庁全体で統一的なチェックシート（「事業

（支出）点検表」）を導入しました。さらに、令和元年度（2019 年度）には、

適正な経理処理の徹底を図るため、教育政策課に法務経理班を新設し、二

重チェック体制を整備しました。 

令和３年度（2021 年度）には、これまでの二重チェックにおいて誤りの

多かった事務処理について、重点的にチェックを行うよう、二重チェック

の方法を見直すとともに、会計事務に必要な一覧表等の資料提供や、事業

（支出）点検表における進捗管理の徹底を行いました。 



 

 (2)県立学校の事務処理適正化に向けた取組 

学校人事課においては、県立学校の事務処理の適正化に向けて、組織的

なチェック機能の充実・強化、人材育成環境の整備等の取組を進めており、

その一環として、令和元年度（2019 年度）は県立学校で処理する業務の進

行管理ツールを作成しました。 

 

Ⅳ 指導・相談・支援体制の充実・強化                   

 

県庁全体の職員数が減少する中で、経理事務に精通した職員やＯＪＴの機会

が減少していることから、会計事務の一層の専門化と効率化を図るため、不適

正経理の再発防止に向けた取組、指導助言・相談体制の充実強化や側面的な経

理処理の支援に取り組んでいます。 

 

１ 知事部局 

(1)会計事務検査の実施 

熊本県会計規則第１１２条第１項の規定に基づき、出納局（会計課、管

理調達課）において、全対象機関の３分の１を対象とし、「事務の的確・適

正な執行の確保」の制度の対象機関、近年新設されこれまで検査を実施し

ていない機関を中心に実地検査を行いました。 

実地検査では、会計事務処理の漏れや遅れ等の初歩的なミスが依然とし

て多い現状や「事務の的確・適正な執行の確保」の制度の施行を踏まえ、

会計担当職員育成及び「事務の的確・適正な執行の確保」の制度の運用支

援を効率的に行いました。 

   ア 対象機関 ９５支出機関 

イ 実施時期 令和５年（2023 年）７月２４日～１０月２３日 

   ウ 実施方法 実地検査・一部書面検査 

 

(2)ヘルプデスクによる相談体制の強化 

平成２８年（2016 年）７月に出納局（会計課）内に会計事務に関するヘ

ルプデスクを設置し、各所属（出先機関含む）からの質問・相談等に対し

て迅速・的確な助言等を行うなど、会計事務の誤りを未然に防止するため、

経理処理に対する相談体制の強化を図りました。 

    令和５年度（2023 年度）相談件数：１，２１３件 



(3)出納局だよりによる支援 

会計事務における重要事項等を周知徹底し、会計事務や物品調達等が適

切に実施できるよう「出納局だより」を年 5 回発行し、全所属に配布しま

した。 

 

(4)会計事務ナビによる支援 

平成２９年（2017 年）１０月から、会計事務に関する情報をナビゲーシ

ョン形式のシステムに集約した「会計事務ナビ」の運用を開始し、会計事

務の効率性の向上と事務処理誤りの未然防止を図るようにしました。 

令和５年度(2023 年度)閲覧件数：４１，９５０件 

 

２ 教育委員会 

  (1)学校訪問における事務指導 

県立学校における不適正経理再発防止への取組状況等や県費の適正な事

務処理等について確認・指導するため、学校訪問を実施しました。 

   ア 対象機関 ７０校中２９校 

   イ 実施時期 令和５年（2023 年）７月２４日～１１月２２日 

 

(2)学校支援体制の充実 

       県立学校における日常的な事務処理の指導・助言・相談体制を強化する

ため、平成２４年度（2012 年度）に窓口を学校人事課に設置しました。 

平成２９年度（2017 年度）からは、県立学校の事務処理に対する支援体

制の充実を図るため、学校人事課に学校事務支援班を設置しました。 

   

  (3)教育委員会事務局における事務指導 

    令和５年度（2023 年度）当初に、教育委員会事務局（本庁各課）に対し

て、経理の二重チェックの実施について、昨年度作成した各種資料と共に

周知を行いました。また、新文書管理システムの導入に伴い、電子決裁の

ルート設定の周知と共に、再度、経理の二重チェックや、経理に関する各

種資料を送付することで、周知を徹底しました。 

 

３ 警察本部 

熊本県警察の会計の監査に関する規則第３条に基づき、収入、支出、物品

管理等について、証拠書類等の審査、関係書類等との突合及び関係職員から

の聞き取りにより会計監査を実施しました。 



  対象機関及び実施時期 

  第１期 全警察署 

      令和５年(2023 年)５月１６日～８月３1日 

  第２期 警察本部の全所属及び警察学校 

      令和５年(2023 年）１１月２２日～令和６年(2024 年)１月２５日 

 

４ 企業局 

支出関係書類の決裁において、審査者に加え副査も審査を行うことにより

審査・指導体制を強化しました。 

  

５ 病院局 

病院局における経理処理の指導等を充実するため、令和元年度（2019 年度）

からは、予算経理班長を配置し、経理審査を強化しました。 

 

Ⅴ 令和５年度（2023 年度）の取組成果及び今後の取組み          

 

平成２４年度（2012 年度）から不適正経理再発防止策に取り組んできた結果、

一部に関係法令に沿わない経理処理の誤りは見受けられたものの、令和５年度

(2023 年度)においても裏金や私的流用につながるおそれのある「預け金」、「差

替え」及び「一括払」並びに会計検査院から指摘された「翌年度納入」及び「前

年度納入」といった不適正な経理処理は認められませんでした。 

なお、平成 24 年度（2012 年度）以降、不適正な経理処理が再発していないこ

とに鑑み、今後は毎年の報告は行わず不測の事態が生じた場合に速やかに報告

することとします。 

令和 6 年度（2024 年度）以降においても、引き続き各任命権者連携のもと、

事務検査・指導等の各所属の経理処理に対する支援体制の一層の充実・強化を

図ることで適正な会計事務の執行を確保し、不適正経理再発防止策の取組を継

続して参ります。 

 


